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1．研究の背景と目的 

 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構（JAXA）の平成 27年度予算は 1,541億円を計上する。

同年 10 月の人口調査(総務省統計局 2015)をもとに単純計算すると、国民一人当たり 1,214 円、

生産年齢人口（15〜64 歳）に限定すると一人当たり 2,003 円の国民負担となる。航空宇宙分野の

研究開発予算額の大小の議論があるなかで、他の宇宙開発先進国と同様に、我が国の宇宙活動も

国民負担なしに遂行することが困難であることについては論を待たない。 

 国の第三期科学技術基本計画（2006）は、科学技術の研究開発に係わる研究機関や大学が、研

究開発の意義を国民に説明し、その成果を国民と共有するアウトリーチ活動を「基本的責務」と

した。さらに、第四期科学技術基本計画（2011）は、科学技術投資に対する国民の理解が十分に

形成されていないことを再度指摘し、科学技術コミュニケーションなどのアウトリーチ活動の促

進を改めて求めた。 

 国の研究開発関連予算が削減され、公的な研究開発投資にアカウンタビリティ（研究の意義と

成果を明確にする説明責任）が強く求められる現在、研究開発機関の広報部門が担う役割と責任

は増大している。特に、第三期科学技術基本計画によって義務化されたアウトリーチの目的は、

「国民の科学技術に対する理解と信頼と支持を得る」こととして定義されており、一方向的な情

報発信や、研究者と国民との儀礼的な対話にとどまらない取り組みが求められている。 

 しかし、広報やアウトリーチの効果を測定することは容易ではない。企業の広報担当者を対象に経済

広報センターが実施する「企業の広報活動に関する意識実態調査」では、毎回 7 割程度の企業が、「広

報活動の効果測定が難しい」と回答しており、この問題は多くの企業の広報担当者を悩ませている（経

済広報センター 2012: 39）。急速に変化する予測困難な社会における広報アウトリーチのあり方は、ま

すます多様化・複雑化しており、効果測定の重要性は増す一方である。さらに、個人情報をめぐる認識

の変化は、社会調査の実施を困難にしている（盛山 2008, 大谷 2008）。そして恒常化する財政緊縮

政策は、広報アウトリーチ関連予算に制約をかけている。こうした背景を考慮すると、公的機関

の広報アウトリーチはその取り組みの拡充や拡大ではなく、既存の取り組みの効率化と有効化と

によって、アカウンタビリティ要求に応答することが合理的だろう。 
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 JAXA は、事業活動への社会的な信認の程度を把握する指標のひとつとして、「宇宙事業に関

する国民の意識調査（以下、「国民意識調査」）」を活用している。この調査は、国勢調査におけ

る性別・年齢の個性データを基準にサンプルを抽出して毎年度実施される標本調査であり、

「JAXA の認知度」「日本の宇宙開発活動の認知度」「日本の宇宙開発への満足度」などを測定す

る。本研究は、広報アウトリーチ活動の課題抽出と PDCA に必要な評価指標を得る手段として、

国民意識調査等から得るデータ利用価値の向上を追求することで、広報アウトリーチ活動の効果

の最大化を追求する取り組みである。 

 

2．国民意識調査の背景と課題 

 国民意識調査は、国勢調査における性別・年齢個性データを基準にサンプルを抽出して毎年度

実施される標本調査である。調査では、「JAXA の認知度」「日本の宇宙開発活動の認知度」「日

本の宇宙開発への満足度」といった設問があり、調査結果は経営層に提供され、JAXA 業務運営

に活用されている（文部科学省宇宙開発利用課 2012: H-45）。国民意識調査の必要性は、JAXA

が主催し、日本科学未来館で開催された第 2 回総合技術研究本部公開研究会（2004）において、

「航空宇宙と日本社会」と題された中野不二男（ノンフィクション作家）の特別講演のなかで示

された。中野の提案は、その 1 週間後に開催された宇宙開発委員会で報告され、翌年（2005）に

は、JAXA が組織的に実施する国民意識調査が開始された。 

 この以前にも、宇宙太陽光利用システム（SSPS）が、2003 年から 3 年おきに研究開発活動へ

の国民の社会的受容（PA: Public Acceptance）の程度を、一般成人を対象に実施している（長山, et 

al. 2009）。SSPS の調査目的は、その研究開発の継続推進を支える国民の認知度を向上し、SSPS

に対する社会的受容を形成する Public Understanding of Science (PUS: 「公衆の科学理解」)である。

このため、SSPS は、研究開発活動の認知度を効率的に向上させるアウトリーチのターゲット層

の選別と、ターゲット層が関心を持つ情報を把握することを調査目的に設定している。 

 しかし、中野がその必要性を示唆した国民意識調査は、SSPS が調査の目的とした PUS 的アウ

トリーチとは異なる。PUS 的アウトリーチの問題点について、欧州委員会研究総局「社会にお

ける科学」部門の報告書は、①非専門家（一般の国民）を無知な公衆であると誤認すること、そ

して②専門家が非専門家を啓蒙する一方向的コミュニケーションを助長することと指摘し、これ

に批判的検討を加える必要性を示している（European Commission 2007）。近年では、この PUS

を目的としたアウトリーチに代り、科学と社会との一方向的な関係を清算することを企図した

Public Engagement in Science (PES:「公衆の科学への参画」)を目的とするアウトリーチへの積極

的転換の必要性が指摘されている。 

 特別講演「航空宇宙と日本社会」で中野がその必要性を論じた国民意識調査は、「官側（航空

宇宙関係者）からの一方的な情報提供」（JAXA: PR2004.12.8.）が行われている現状を批判する

文脈で示された。つまり、中野がその必要性を示し、2004 年に開始された国民意識調査は、PUS

を目的とするアウトリーチ活動の事前調査ではなく、社会領域に暮らす国民の多様な認識を把握

し、航空宇宙分野の研究開発を担うＪＡＸＡとの双方向コミュニケーションを構築する PES を
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目的としたアウトリーチ計画立案に資する基本調査の必要性を示した点で、先進的な提案であっ

た。 

 提案を受けて以降、ＪＡＸＡは国勢調査を基準にサンプル抽出した標本調査を実施している。

平成 24 年度の調査では、首都圏と首都圏を除く 5 地区（北海道・東北、中部・北陸、近畿、中

国・四国、九州）に全国を分割し、首都圏からは 640 人を対象に訪問面接方式（全 21 問）、その

他全国 5 地区からはそれぞれ 150 人、計 750 人を対象に電話調査（全 10 問）が実施された。調

査は 15 歳以上の男女を対象にしている。 

 本稿では、首都圏調査と全国 5 地区調査に共通する設問のうち、「今後の日本の宇宙活動・宇

宙開発に関して、あなたの意見に最も近いものをひとつだけお選びください」という設問を中心

に、調査方法の整理と、調査から得られるデータの利用価値の向上を図った。この設問について

は、四段階選択式尺度調査が用いられている調査年度と、五段階選択式尺度調査が用いられてい

る調査年度が混在するなど、調査年度を横断したデータ利用を想定した調査方法が必ずしも検討

されていなかった。また、尺度選択行動を説明するために用いる調査項目も少なく、調査から得

られる情報の活用可能性が限定的であった。 

 このため平成 24 年度の調査では、日本の宇

宙活動・宇宙開発について四段階強制選択尺

度で調査し、尺度選択の理由を自由記述式回

答で求めた。この時の調査結果を、平成 23 年

度調査まで継続的に用いられてきた表示手法

（立体円グラフ）で示すと、宇宙活動・宇宙

開発を積極的に推進すべきという回答は 4 割

を占め、現状程度の活動を維持すべきという

回答も 51％ある（Figure.1）。活動を縮小すべ

きという回答と、活動を停止すべきという回

答を合わせても 9％に過ぎず、国民の 9 割が我

が国の宇宙活動・宇宙開発の現状に肯定的であるという判断もできる。 

 しかし、「現状程度の活動を維持すべき」という回答を、我が国の宇宙活動・宇宙開発の現状

への（積極的な）支持と捉えることは、適切なのだろうか。国の景気動向や財政問題などをめぐ

る認識や、宇宙活動・宇宙開発の積極的否定には至らない消極的な無関心、さらには情報不足に

よる判断の留保など、現状の維持という選択肢が＜消極的＞に選択されている可能性をこれまで

の調査手法では排除できない。Figure.1 に示される現状維持を、回答者の＜積極的＞な選択と仮

定すると、我が国の宇宙活動・宇宙開発は国民の 91%から幅広く支持されていると判断できる。

しかし、現状維持が回答者の＜消極的＞な選択行動の結果である場合は、国民の半数以上（6 割）

が、我が国の宇宙活動・宇宙開発の現状に懐疑的であるという結果を示す。 

 単回答選択式の尺度調査は、JAXA の事業活動に対するその時々の被調査対象者の意識・態度

を定量的に測定することに優れている。また、設問と調査方法を統一することで、被調査対象者

Fig.1. 日本の宇宙活動･宇宙開発への態度

平成 24 年度国民の意識調査 
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の意識・態度の変化を測定することも可能であり、現状把握と広報アウトリーチの効果測定の目

的からも意義がある。しかし、JAXA の事業活動に対する国民の意識・態度を形成する具体的要

因については、従来の単回答選択式尺度調査によって把握することはできない。さらに、平成

23 年度までの調査で用いられてきた結果提示のあり方は、印象評価にとどまり、民主主義社会

の主権者である国民との建設的対話を構築する PES アウトリーチを設計し、その有効性や課題

を検討する調査目的が希薄であった可能性を示唆する。 

 ここまでの論点を整理すると、従来の国民の意識調査は、その時々の社会領域における宇宙活

動・宇宙開発をめぐる意識・態度を測定するバロメーター（指標）として国民の意識を位置付け

る傾向を示している。調査時点での国民の支持・不支持を測定する調査の方法とデータ活用の実

態は、JAXA の事業活動をめぐる社会環境変化の測定指標として、調査対象の国民を客体化する

といった倫理的課題を内包する。調査対象を客体化する調査は、広報アウトリーチを、流動的な

大衆の操作を図る近視眼的な取り組みに矮小化し、その手段として専門家による非専門家（大衆）

の教化や啓蒙を目的とした PUS に留まる危険性を伴う。 

 このため、調査方法とデータ活用のあり方の再考は、宇宙活動・宇宙開発をめぐる社会的意義

を共有し、新たな領域の発見と開発に参画する主体として、広報アウトリーチの対象である国民

を設定した PES の実践とその効果を測定することにおいて重要だろう。以下に、平成 24 年度と

平成 26 年度に行った調査方法の改訂の具体的内容と、改訂によって得られる PUS から PES へ

の転換を支える知見を示す。 

 

3．平成 24 年度改訂：自由記述式調査の併用 

 平成 24 年度調査では、宇宙活動・宇宙開発への意識・態度を⑴四段階強制選択尺度で調査す

ること、⑵回答選択理由を自由記述式回答で得ることの 2 点を改訂した。なお、改訂は上記 2

点にとどめ、「今後の日本の宇宙活動・宇宙開発に関して、あなたの意見に最も近いものをひと

つだけお選びください」という従来の設問を継承した。選択肢は、「もっと積極的に活動を推進

すべき」「現状程度の活動を維持すべき」「活動を縮小すべき」「活動を中止すべき」の四段階尺

度で用意した。五段階尺度を用いた調査年度にあった「どちらとも言えない」を削除して強制選

択尺度を用いることで、中立的カテゴリに回答が集中する中心化傾向を回避した。 

 平成 24 年度調査は首都圏と全国で合計

1,390 人を対象に平成 25 年 1〜2 月に実施さ

れ、首都圏（訪問調査）の回答率は 91.3%

（584 人）、電話調査を行った首都圏を除く

全国で 82.3%（1,201 人）だった。調査から

得られた自由記述式回答の合計字数は

25,708 字であり、単純に算出した一人あた

りの回答字数は 21.4 字（標準偏差 12.8）の

大規模なテキストデータとなった。 

 

Table.1. 日本の宇宙活動･宇宙開発への態度

平成 24 年度国民の意識調査 
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 我が国の宇宙活動・宇宙開発に対する意識・態度を四段階強制選択肢で調査した結果、「活動

を縮小すべき」と「活動を中止すべき」の両尺度カテゴリは件数も少ない（Table.1）。これらの

選択肢は、ともに我が国の宇宙活動・宇宙開発の実態に対して過度であると評価しているため、

両尺度カテゴリを統合して「縮小停止」とした。 

 

3.1. 態度別カテゴリによる分析 

 自由記述式で得た回答は、まず形態素解析により回答内容を品詞単位に分割し、回答者の感

性・態度を表す語句を抽出して以下に示す「態度別カテゴリ」に分類した。 

 否 定 的： 無駄や無意味などといった否定的語句群 

 肯 定 的： 優れているなどといった肯定的語句群 

 現状満足： 十分だなどとの現状への肯定を示す語句群 

 理解不足： わからない、知らないなどの情報不足や理解不足を示す語句群 

 無 関 心： 興味がない、関心がない、どうでもいいなどの無関心を示す語句群 

上記の態度カテゴリに分類した結果について、四段階強制選択尺度の選択結果とクロス集計し、

カテゴリ別の言及割合を表に示した（Table.2）。なお、各尺度選択肢で言及割合が高い態度別カ

テゴリの背景色を変えた。 

 宇宙活動・宇宙開発を積極推進すべきとする回答者は、その自由記述式回答で肯定的な表現を

用いている。これと同様に、活動縮小を選択した回答者に否定的言及、現状維持とした回答者に、

現状に満足という言及が多い。しかし、態度カテゴリの観点から宇宙活動・宇宙開発についての

尺度選択の結果をみると、現状維持を選択した回答者の回答理由に含まれる肯定的言及と否定的

言及の割合は拮抗している。また、（宇宙活動･宇宙開発について）理解が不足していると言及し

た回答者は、現状維持を選択した回答者に最も多い。これらは、四段階強制選択尺度調査で「現

状程度の活動を維持すべき」という選択肢を選んだ回答者が、我が国の宇宙活動・宇宙開発を支

持しているととらえることができないことを示す。 

 実際に、現状維持を選択した回答者の自由記述式回答には、「よく分からないから」や「詳しい事

業内容がわからないので、現状の活動でよいと思う」などの言及が目立つ。この点は、｢現状維持｣

の回答選択肢を、現状程度の活動を維持することへの肯定的評価と定義していた従来の判断が

誤っている可能性を示す。つまり、

｢現状維持｣の選択肢は、理解不

足による消極的肯定であり、事件

や事故によってわが国の宇宙活

動・宇宙開発を否定する立場に

いつでも移行しかねない層である

と判断することが妥当だろう。 

 さらに、縮小停止を選択した回答者の回答理由には、無関心の態度カテゴリへの言及が多い。

実際の回答内容には、「興味がない」や「アメリカに任せればよい」などといった主体的関心の不在

Table.2. 態度カテゴリと尺度選択のクロス表 
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を意味する記述が顕著であった。これらの回答者は、日本の宇宙活動･宇宙開発を積極的に否定

しているのではなく、関心を持たないために消極的な否定を表明している。 

 こうした分析の結果は、「理解不足に言及する現状維持の回答者群」と、「無関心に言及す

る縮小停止の回答者群」とをターゲットにした広報アウトリーチの必要性と重要性とを示

す。理解不足と無関心を理由にした JAXA の宇宙活動への＜消極的＞姿勢を示すこれら 2 群

は、現行の広報アウトリーチ活動で発信される情報を受けとっていないか、満足していない層で

あり、｢現状維持･縮小停止回答者群｣の 24.9%、また調査対象者全体でも 15.0%を占める。これ

ら 2 群を詳細に分析し、新しい広報アウトリーチ戦略を設計することは、既存の広報アウトリー

チの取組成果を大幅に向上させる可能性をもつ。 

 

3.2. 言及項目カテゴリによる分析 

 肯定的・否定的言及などの態度カテゴリ

の他に、宇宙活動等の具体的対象や、科学

技術、政策などの語句を自由記述式回答か

ら抽出した「言及項目カテゴリ」を作成し

た（Table.3）。自由記述式回答の総件数は

1,201 件。そのなかで最も多くの言及がされ

た予算費用（222 件）は、全体の 18.5％が

言及している。一方で、近年特に強く求め

られている研究成果の還元や産業化に言及

した回答者は、全体の 1％もない。 

 言及項目カテゴリと、宇宙活動･宇宙開発

への態度との関係を検討するために、重回

帰分析を行った。宇宙活動・宇宙開発に対

する尺度選択に影響した言及項目カテゴリ

を説明変数に設定し、尺度選択肢の選択結

果を従属変数にとった。重回帰分析（ステ

ップワイズ法）の結果は、19 の言及項目カ

テゴリのうち 14 の説明変数による重回帰

式が得られた（重回帰係数 R は、0.487）。

各説明変数の重みは Table.4 に示した。 

重回帰式と各説明変数の重みからは、予

算費用・政経社会・成功失敗のカテゴリへ

の言及は、我が国の宇宙活動・宇宙開発に

否定的な回答者に多い。一方で、諸外国と

の関係性や未来・将来への言及は、宇宙活動・宇宙開発に肯定的な回答者に多い。これらは想定

Table.3. 言及項目カテゴリ一覧と言及件数

 

 
* 開発には、｢宇宙開発｣を含まない 

 

Table.4. 各説明変数の重み（重回帰分析） 
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内の結果とも言えるが、一方で諸科学や宇宙工学といった宇宙活動･宇宙開発に係わる具体的カ

テゴリの標準化β値が非常に小さい。これは、諸科学や宇宙工学などの具体的対象への言及が、

宇宙活動･宇宙開発に係わる態度決定に非常に弱い影響しかもたないことを示唆する。さらに、

政策的に強く求められている宇宙利用、産業化、成果還元については、国民の宇宙活動・宇宙開

発に対する意識・態度の決定に影響をもたないことも示された。 

 

3.3. 改定の効果 

 日本の宇宙活動･宇宙開発への尺度選択肢調査と自由記述式調査を組みあわせた分析結果を総

合的に検討すると、JAXA の広報アウトリーチをめぐる懸念すべき４つの課題と、これらに対し

て必要な対策の方途がみえてきた。 

 第 1 に、現状維持を選択する回答者の相当部分が、情報不足による態度保留を意味しており、

現状の宇宙活動・宇宙開発を積極的に肯定するものではないという課題。第 2 に、宇宙活動･宇

宙開発への無関心層の相当部分は否定的態度に表れるという課題。第 3 に、否定的態度をとる層

が宇宙活動･宇宙開発の意義を社会や自己との多元的な係わりのなかでとらえていないという課

題。そして第 4 に、具体的な宇宙活動や科学分野における取り組みに係わる認識が非常に希薄で

あるという課題の顕在化が出来た。 

 これらの課題は、宇宙活動･宇宙開発をめぐる社会的な意志決定の主体である国民が、科学技

術の研究開発に係わる具体的情報はもとより、そもそもの意志決定に要する関心をもっていない

可能性を示唆する。専門家と非専門家とをつなぐ言説とその文脈（ディスコース）の不足や不在

は、「科学によって問うことは出来ても、科学だけでは答えることが出来ない」トランス･サイエ

ンス問題（Weinberg 1972）への応答を不完全なものにする危険性を内包する。そしてこの危険

性は、科学技術等の専門性を社会的な諸課題を克服するための手段としてではなく、社会の諸課

題のそもそもの原因として認識する危険性でもある。 

 実際に、東日本大震災に続いておこった福島第一原子力発電所事故に際しては、人為的エラー

や組織や施設管理をめぐる組織構造的問題と原子力や放射線をめぐる科学的知見に係る問題と

が混同され、原子力研究の専門領域に対する強い不信と批判が噴出した事例は記憶に新しい。平

成 24 年度の国民の意識調査からも、宇宙活動･宇宙開発に不支持を表明した回答者は、宇宙活動･

宇宙開発の失敗リスクへの危惧や、復興支援などへの予算使途の優先順位をめぐる記述回答が多

くみられ、科学技術の研究開発の意義を社会的文脈との係わりで認識することにおいて十分では

ない実態が示された。 

 国民の意識調査において、宇宙活動･宇宙開発への支持と不支持をめぐる尺度選択肢調査と自

由記述式調査とを組みあわせることで、社会領域の諸課題と科学技術の専門性とを橋渡しする

PES 的アプローチを構築することの重要性と必要性とが明らかになった。一方的な情報伝達や啓

蒙を重視する PUS とは異なり、PES は双方向コミュニケーションの質的評価を必要とする。こ

のため、PES 的アウトリーチの効果を測定することは難しい。しかし、平成 24 年度の国民の意

識調査で導入した改定は、従来の尺度選択肢の選択項目による年度間比較に加え、選択行動の背
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景要因を含めたきめ細かな分析による PES 的アウトリーチの効果測定の可能性を示した。 

 

4．平成 26 年度改定：ＮＰＳ導入と調査データ価値の向上 

 平成 24 年度の国民の意識調査では、自由記述式調査で得た大規模自然言語情報を構造化し、

尺度選択行動の背景理由の概略をつかみ、従来の調査を超えたきめ細かな分析への道筋をつけた。

しかし、自由記述式調査で得られる大量のテキストデータを構造化し、尺度選択肢と対応した分

析をする一連の手法は、ある程度の技術と労力とを要する。このため、日常的に活用する広報ア

ウトリーチ評価ツールとしての即時性に課題がある。この課題の克服を目的に、平成 26 年度の

国民の意識調査では、Net Promoter Score（NPS）を応用した広報アウトリーチ活動への満足度測

定と JAXA 諸事業への支持度(≒JAXA 諸活動への満足度)を測定する試みを行った。 

 

Figure.2. NPS Scale 

 NPS は Fred Richheld（2003）が示した顧客ロイヤリティ測定法である。対象に対する満足度(推

薦度)を 0〜10 の 11 段階で調査し、推薦者、中庸、批判者に三分類する。その上で、全体に占め

る推薦者の割合から、批判差の割合の差をとった値（—100〜100）を NPS とする（Figure.2）。NPS

による顧客ロイヤリティ調査の方法は、2006 年に Harvard Business School Press から出版された

「The Ultimate Question: For Unlocking the Door to Good Profit and True Growth」で示され、現在ま

でに欧米の企業で多くの活用事例がある。Bain & Satmetrix による調査では、一般的な企業の NPS

が 5〜10 の値をとる一方で、成長企業の NPS は 50〜80 の値を維持することを確認されている

（Gaffney 2006）。 

 公的研究機関における研究開発活動は国民の投資によって支えられており、その成果を理解･

評価する主体として国民を位置づけた場合に、NPS による満足度調査は研究開発活動とその成

果に対する国民の認知と支持態度の測定に応用できると考えられる。NPS による調査法の導入

は、広報アウトリーチに係わる取り組みにおける満足度、及び JAXA の諸活動への国民の満足

度（＝評価態度）の年度間差異を定量的に判断するための指標を提供する。さらに NPS の算出

方法は容易であり、広報アウトリーチ現場での運用も容易である。 

 

4.1．NPS と自由記述式調査内容との関係 

 NPS の活用にあたり、その適用可能性を確認する。航空宇宙に係わる研究開発を国民からの信

託を受けて取り組む JAXAの事業活動を、JAXAが提供する製品やサービスと位置づけた場合に、

NPS の適用は合理的である。ただし、NPS は企業の製品やサービスに対する満足度を調査する

マーケティングの指標である。そこで、NPS 調査法で得た回答結果と、回答理由についての自

由記述式調査の内容との関係性から、広報アウトリーチの現場で NPS を簡便な効果測定指標と
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して活用することの有効性を検証する。 

 平成 26 年度の国民の意識調

査、JAXA の事業活動について

の NPS は−13.1 だった。NPS 単

独で判断すると、宇宙活動・宇

宙開発への国民の満足度は高

くない。ただし、NPS は回答者

が調査対象にもつ価値評価を

測定する指標であり、認知度や

好感度とは異なる。このため、

NPS の値に一喜一憂すること

は NPS 調査法を活用すること

の目的から外れる。 

 NPS の値のもつ意味の詳細

を検討するために、調査から得

た 11 段階の尺度選択肢をグル

ープ化変数に設定し、NPS 尺度

選択理由（自由記述式回答）か

ら作成した言及項目カテゴリ

を独立変数に設定した判別分析（ステップワイズ法）を行い、各尺度選択肢と有意な関係にある

言及項目カテゴリを抽出した。判別分析の結果（Figure.3）は、JAXA の事業活動に合格点（NPS

調査への回答で 7〜10 を選択した回答者。Figure.3 ではそれぞれを C7, B8, A9, A10 と表示）をつ

けた回答者群と、不合格（NPS 調査への回答で批判者に相当する 0〜6 を選択した回答者。Figure.3

ではそれぞれを F0〜F5, D6 と表示）の回答者群とが、明らかに分類されている。また、合格点

をつけた回答者群のうち推薦者に分類される A9, A10、さらに推薦者に近い中庸者である B8 が

ほぼ同位置に配置され、批判者に近い中庸者である C7 が推薦群と批判群との中間位置にある。 

 NPS 尺度選択行動に影響を与えた言及項目カテゴリ群には否定的なカテゴリが多く、それら

の多くが NPS 尺度選択肢の批判者群が配置された第 1 象限と第 4 象限にプロットされている。

また、中庸群に最も近い批判群である F5 を選択した回答者は、「不明無知」と「現状維持」の

言及項目カテゴリと同じ第 4 象限にある。これは、NPS 調査尺度の F5 を選択した調査回答者が、

宇宙活動について十分に情報を持たないために現状程度の宇宙活動の維持継続を消極的に選択

していることを示唆する。さらに F0〜F4 の批判群は、「無関心」や「不満」、「費用」などが配

置された第 1 象限に分布しており、JAXA の事業活動に批判的な回答者の批判理由の傾向がみえ

る。 

 判別分析の結果は、NPS を利用した宇宙活動への評価態度の測定の有効性を示唆する。特に、

日常の広報アウトリーチ活動のインパクトを、NPS の値の変移と、選択された NPS 尺度の値か

Figure.3. 平成 26 年度調査 NPS 尺度と尺度選択理由の 

言及項目カテゴリとの判別分析結果 
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らある程度類推することが可能であると判断できる。また NPS 尺度の選択理由を自由記述式調

査で回収することで、NPS 尺度とテキストデータを構造化した言及項目カテゴリとを組み合わ

せたきめ細かい分析の可能性も示す。 

 

4.2．批判群（F 群）の分析 

 判別分析の結果は、JAXA の事

業活動に否定的なＦ群と否定的

言及項目カテゴリとが同じ象限

に分布することを示した。また、

Ｆ5を選択した回答者については、

JAXA の事業活動に係わる情報

不足を背景にした消極的な現状

維持を示すと類推できた。しかし、

Ｆ0〜Ｆ4 を選択した回答者群に

ついては、JAXA の事業活動に無

関心であるという特徴以外はつ

かめていない。このため、Ｆ群の

ばらつきの実態に迫ることを目

的に、NPS 尺度と尺度選択理由に

ついての自由記述式回答から得

られた言及項目カテゴリ群とを

対応させたコレスポンデンス分

析を行った（Figure.4）。 

 全言及項目カテゴリを対象に

したコレスポンデンス分析の結

果は、推薦者にあたるＡ群と、中

庸にあたるＢ群とＣ群は、原点に

近い第 2・第 3 象限に位置してお

り、F 群とは明らかに区別される。F 群のうち、Ｆ5 は「不明無知」の言及項目カテゴリと同位

置にあり、｢現状維持｣の言及項目カテゴリが原点からみて同方向にある。この結果は、判別分析

の結果と同様に、F5 を選択した回答者群は JAXA の事業活動に係わる情報不足を理由とした現

状維持判断であることを示唆する。 

 Ｆ0〜Ｆ4 を選択した回答者群のうち、Ｆ4 は｢不満｣とほぼ同位置にあり、原点から同方向に｢費

用｣や｢非現実｣などの言及項目カテゴリがある。Ｆ2 もＦ4 と同傾向であることから、JAXA の事

業活動を身近で現実的なものとしてとらえきれずに、費用負担に対する不満が否定的回答の背景

にあると考えられる。一方で、Ｆ1 とＦ3 を選択した回答者群は｢失敗リスク｣に言及している。

Figure.4. 平成 26 年度調査 NPS 尺度と尺度選択理由 
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原点からみてＦ1・Ｆ3 と同方向にＦ0 も位置しており、さらにその延長線上に明確な否定を表す

「否定」の言及項目カテゴリがある。これらの点から、Ｆ0，Ｆ1，Ｆ3 を選択した回答者群は、

JAXA の事業活動に係わる失敗リスクを理由とした否定的立場を示す。これらを整理すると、

JAXA の事業活動への批判的回答は、批判意識の弱い順から 3 群に分類出来る： 

（１） 情報不足を理由とする消極的現状維持群 

（２） 非現実的ととらえ、費用負担に懸念をもつ群 

（３） 失敗リスクを伴う活動を否定する群 

 NPS 調査法と自由記述式調査で得られたデータを組みあわせて分析することにより、JAXA の

事業活動に対する批判的姿勢の多様性が明らかになった。この分析結果は、JAXA の事業活動に

批判的な層の理解と支持を形成する広報アウトリーチ活動は、3 分類された批判的立場のそれぞ

れに応答する戦略の必要性を明確に示唆する。 

 

5．ＰＲ戦略構築に向けた広報の課題 

 平成 26 年度の国民の意識調査の結果は、JAXA の事業活動に批判的な層の多様性に応答する

広報アウトリーチ戦略の必要性を示した。そこで、従来の広報アウトリーチの効率化と有効化をは

かる目的で、既存の取り組みの有効性を評価･検証するとともに課題を抽出する。 

 このため、平成 24

〜26 年度に実施した

国民の意識調査をも

とに、JAXA の事業活

動に対する関心態度

の経年変化を追跡し

た。先に示したよう

に、平成 26 年度調査

で導入した NPS の値は−13.1 であった。調査回答行動において中心化傾向が強い日本人を対象に

していることを考えると、この NPS の値は低すぎるものではない。ただし、JAXA の諸事業に

比較的好意的な（ファン）層が多いと考えられる JAXA 関連イベント（平成 26 年度）で実施し

た調査から得られた NPS の値の平均は 69.49 であった。単純計算をすると、国民一般（全体）

とファン層の JAXA の事業活動に対する NPS 値の差は 82.59 あり、従来の広報アウトリーチ活

動が対象としている層に片寄りがあると判断できる。 

 国民の意識調査において NPS を導入したのは平成 26 年度の調査が初回であるため、過去の調

査結果との比較は出来ない。しかし、JAXA 関連イベントでの調査結果との対比などの事例にあ

るように、その他の調査でも同じ調査項目を用意することで、JAXA の事業活動への国民各層の

意識とその変化を分析し、今後の広報アウトリーチ戦略を作成するための知見を得るための手段

が出来る。 

 先の判別分析及びコレスポンデンス分析は、の事業活動に批判的な回答者の多くが、そもそも JAXA

Table.5. 平成 24〜26 年度の態度尺度の年度間比較（ｔ検定） 
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の事業活動に関心をもたないことを示した。このため、JAXA 事業活動への評価や態度に影響す

る因子として、宇宙関連情報へのアクセス行動及び情報接触頻度が JAXA あるという仮説がた

つ。このため、宇宙関連情報へのアクセス行動及び接触頻度を調査した結果について、調査年度

間の差を統計的に検定した（Table.5）。平成 25 年度の宇宙関連情報へのアクセス行動は、前年比

で向上しているが、その他の年度間では有意差は検出されていない。さらに、宇宙関連情報への

接触頻度については、平成 25 年度が前年比で向上している一方で、平成 26 年度は前年度を有意

に下回る。 

 平成25年度の宇宙関連情報へのアクセ

ス行動及び情報接触頻度がともに向上

した要因には、平成 25 年度の宇宙関連

イベント件数の変化による物理的な影

響が想定される。このため、平成 24〜26

年度の宇宙関連イベントの報道件数を、

「宇宙開発・宇宙研究・JAXA」の 3 つ

をキーワードにして読売新聞（全国版）

を対象に全文検索を行った。この結果、

平成 24 年度に上記の 3 つのキーワード

の何れかを含む記事件数は 39 件だった

のに対して、平成 25 年度の記事件数は

177 件を数え、前年度比 454％増だった。

この結果、平成 25 年度の宇宙関連情報

へのアクセス行動の増加と接触頻度の

向上は、報道件数増加につながる宇宙関

連イベントの増加を反映したものであ

ると考えられる。同様に、平成 26 年度

の情報接触頻度の低下についても、関連

報道の件数が前年度比で減少（165 件の

うち 10 件は向井宇宙飛行士の特集記事）

を反映したと考えられる。 

 さらに、報道記事の見出に頻出する語

句を抽出し、年度別に件数を整理した

（Table.6）。報道記事に頻出した語句から

類推すると、平成 25 年度はイプシロン

ロケット及び人工衛星関連報道、平成 26 年度ははやぶさ 2 号機関連報道が顕著であった。さら

に、同期間の宇宙活動への評価及び好感度･信頼度の調査結果について、年度間の差を検定する

と、宇宙活動への評価は平成 25･26 年度ともに前年比で向上している（Figure.5）。しかし、好感

 

Table.6. 読売新聞見出の頻出関連対象と件数

 

 

Figure.5. 事業活動への評価･好感/信頼度 
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度･信頼感は、平成 25 年度は前年比で向上しているが、平成 26 年度は前年度と有意差が検出さ

れなかった。 

 これらの分析結果は、社会的に関心を集める宇宙関連の出来事（イベント）の有無が、宇宙関

連情報へのアクセス行動、及び情報接触頻度、さらには評価及び好感度･信頼感に影響すること

を示唆する。言い換えれば、国民の意識調査を分析した結果は、広報アウトリーチ活動の成果と

明確に断定できる要素を示していない。つまり、社会の耳目を集めるような研究開発活動の成果

を示すことが、国民の関心行動及び評価につながるという結果に集約される。 

 しかし、研究成果は量産できない。また、メディア露出件数を増やすことで支持を得る広報ア

ウトリーチの取り組みは、国民の理解に基づく支持を得るための取り組みとは質的に大きく異な

る。国民の関心態度や評価が、報道件数に左右されていることを示すここまでの分析結果は、従

来の広報アウトリーチの取り組み抜本的改善の余地があること、そして国民の理解を形成する広

報アウトリーチのあり方を追求する必要性を示唆する。 

 

7．まとめ 

 JAXA が実施する国民の意識調査の設問項目の一部を対象にした分析から、これまでの広報ア

ウトリーチの効果を測定した。そのうえで、広報アウトリーチ効果測定の結果をもとに広報アウ

トリーチの改善に向けた 3 つの観点を示した。 

 第 1 に、JAXA の事業活動に対する具体的な認識が国民各層に届いていなかった。特に、現状

程度の事業活動の継続を支持するという回答者群にこの傾向が顕著であり、理解不足や情報不足

を理由に｢なんとなく｣支持すると回答している。こうした回答行動は、その背景に明確な意志や

理解をもたないため、社会的な雰囲気によって肯定にも否定にも流れるものであり、現状程度の

事業活動を維持すべきという回答を肯定的にとらえることは、広報アウトリーチ戦略を検討する

うえで危険であることを明らかにした。 

 第 2 に、NPS 調査法による JAXA の事業活動評価で分類された批判的回答者群は、その回答行

動の背景要因別に、（１）情報不足を理由とする消極的現状維持群、（２）非現実的ととらえ、費用

負担に懸念をもつ群、そして（３）失敗リスクを伴う活動を否定する群に 3 分類できることを示した。

従来、JAXA の事業活動に批判的な回答者の割合のみが示されてきた。しかし、本稿で行った分

析結果は、JAXA の事業活動に批判的態度を示す回答者が一様ではなく、批判的回答の背景に

ある多様性を明らかにすることで、多様性に応答する広報アウトリーチ戦略の重要性を示した。 

 第 3 に、社会的関心を集めるイベントとイベントを報道する件数が、国民の宇宙関連の情報ア

クセス行動、情報接触頻度、さらには宇宙活動への評価とに影響することを示した。国民各層の

JAXA の事業活動への評価が報道件数の増減に影響されることは想定の範囲内である。しかし、

国民の意識調査で行った自由記述式回答の分析結果は、報道件数等に支えられた評価行動が、宇

宙の研究開発をめぐる科学的、社会的意義の理解を伴わないことを明らかにした。この点におい

て、報道件数等の量的増加による広報アウトリーチ活動は、研究開発の科学的･社会的意義を理

解し、将来的投資を支える国民を形成しないことを示した。 
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 量的評価は、報道件数の増減を直接反映する。このため、報道件数の増加を広報アウトリーチ

活動の目的に設定しがちである。しかし、先にも示したようにメディアなどを介して伝達する情

報の量的拡大と、情報伝達による啓蒙を目的とした PUS 的な広報アウトリーチは、専門家と非

専門家とを分断するとともに、専門家の係わる専門領域を外部化し、非専門家が共有する社会領

域と専門領域とを分断する。 

 国民の意識調査の結果は、JAXA の事業活動を支持する回答者群に、科学技術や人工衛星など

の専門領域に係わる言及が見られた一方で、批判的回答者群には予算や政治経済などの社会領域

に係わる言及が顕著であったことを示した。こうした分析結果は、JAXA の事業活動への支持･

不支持をめぐる意志決定に際して、決定主体である国民の判断基準が専門性への関心の有無によ

って二極化されていることを示す。こうした判断基準を前提とするときの広報アウトリーチは、

決定主体であるすべての国民を、JAXA の事業活動に係わる専門性への関心を形成することを目

的としなくてはならない。しかし、こうした目的設定は非現実的であり、また好ましいものでは

ない。 

 科学技術の高度化が進み、｢科学によって問うことは出来ても、科学だけでは答えることが出

来ない｣トランス･サイエンス問題が顕在化するなかで、専門領域と社会領域との分断を解消し、

科学技術の研究開発を社会領域のディスコースに位置づける PES を志向する広報アウトリーチ

が求められる。JAXA の事業活動についても、その有意性や必要性を科学的意義の観点からのみ

議論することはおよそ不可能である。宇宙航空分野の研究や開発をどのように維持発展させるか

は、科学だけでは答えることができないトランス・サイエンス的な問題であり、研究開発を支え

る社会の様々なステークホルダーを巻き込んだ幅広い議論を創造し、科学技術の専門性を社会領

域のディスコースに位置付ける戦略的な PES 型広報アウトリーチを必要とする。 

 こうした PES 型の広報アウトリーチは、一方的な情報伝達や啓蒙に重きをおいた PUS 型の広

報アウトリーチとは異なる評価方法が有効である。本稿では、広報アウトリーチの効果測定にお

いて、自由記述式調査で得られた回答の構造化と、構造化データを数量的に分析する方法を試行

し、さらに NPS 調査法を併用する効果測定の有効性を検討した。この結果、広報アウトリーチ

評価を目的に調査されてきた定量的データに自由記述式調査を組みあわせた方法を、PES 的広報

アウトリーチの取組評価に活用する可能性を示した。 

 本稿が示した国民の意識調査をめぐる分析は、PES 型の広報アウトリーチ活動が十分ではない

ことを明らかにしている。JAXA 広報部は JAXA の事業活動を支える市民から幅広く意見を聴取

する目的でタウンミーティングを主催し、対話型コミュニケーション機会の構築に努めている。

こうした対話型コミュニケーションによる意見聴取・意見交換を図る活動は、PES 型広報アウト

リーチの好例だろう。しかし現状では、国民意識調査の NPS が-13.1 であるのに対して、タウン

ミーティング参加者の NPS は 69.5 と圧倒的に高く、タウンミーティングの参加者に大きな偏り

がある。こうした参加者の偏りは、市民から幅広く意見聴取を図るタウンミーティングの PES

型広報アウトリーチとしての機能に制限を与えている。このため、タウンミーティング等の PES

型広報アウトリーチを企画・実施において、参加者が宇宙活動に比較的好意的で関心の高い層に
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偏重している課題を克服し、幅広く多様な市民を巻き込む戦略的取り組みの重要性が増している。 
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